
小平市立小平第八小学校 学校いじめ防止基本方針 
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学校いじめ防止基本方針の目的 

 いじめの問題は、心豊かで安全・安心な社会をいかにしてつくるかという、学校を含めた社会全体に関す

る国民的な課題であり、いじめ問題への対応は、学校における最重要課題の１つである。小平市立小平第八

小学校いじめ防止基本方針は、本校におけるいじめの問題を克服し、児童の尊厳を保持する目的の下、いじ

め防止対策推進法等に基づき関係機関が相互に連携し、いじめ防止等のための対策や発生時の対応を総合的

かつ効果的に推進するために定めるものである。 

いじめの定義 

 この基本計画において「いじめ」とは、当該児童に対して、当該児童と一定の関係にある他の児童が行う

心理的または物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該

行為の対象となった児童が心身に苦痛を感じるものをいう。 

（「いじめ防止対策推進法」平成 25 年法律第 71 号第２条より） 

本校のいじめ問題への基本的な考え方 

 いじめは、どの学校でもどの学級でも起こり得るという認識の下、常に未然防止に取り組むとともに、い

じめを把握した場合は速やかに解決する必要がある。とりわけ、児童の尊い命が失われることは決してあっ

てはならず、被害拡大防止のため早期発見・早期対応を基本として取り組みを講じることが必要である。 

 

未然防止 

○学校いじめ対策委員会 

構成は、校長、副校長、主幹教諭、

生活指導主任、学年主任、養護教諭、

スクールカウンセラー、その他校長

が認める者とする。 

○いじめに関する授業 

道徳教育や人権教育を充実させ、

児童の自尊感情や自己肯定感・自己

有用感を高め、いじめの構造やいじ

め問題の対処等についての理解を

深める。 

○校内研修 

「いじめ防止教育プログラム」や

「人権教育プログラム」を活用した

研修を年に１回以上実施する。 

いじめを生まない・許さない学校づくりを行う。    教員の指導力の向上と組織的対応に取り組む。 

児童をいじめから守り通し、解決に向けた行動を促す。 保護者・地域・関係機関と連携して取り組む。 

早期発見・早期対応 

○ふれあい月間 

いじめに関する児童アンケ

ートを年３回以上実施すると

ともに、「月ごとのいじめ実態

調査」等を実施し、いじめの確

実な発見に努める。 

○スクールカウンセラー面接 

スクールカウンセラーによ

る第５学年児童の全員面接の

実施、相談窓口の周知等、相談

活動を充実させる。 

○情報共有 

いじめに関わる情報を確実

に受信し、夕会や生活指導全体

会で情報を共有する。 

重大事態への対応 

○関係機関等との連携 

教育委員会や警察、関係諸

機関と連携し、解決に向けて

徹底した対応を図る。 

○事実関係調査 

法第 28 条に基づき、教育委

員会と連携し、事実関係を明

確にするための調査を実施す

る。 

○いじめ対策緊急保護者会 

いじめを受けた児童及び保

護者に対し、重大事態の事実

関係等必要な情報を適切に提

供する。また、いじめ対策緊急

保護者会を開催する。 



いじめ発生時の対応基本手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめの把握 

担任・学年での気付き、児童・保護者からの訴え、専科・スクールカウンセラーからの情報提供、 

ふれあいアンケートの記述、等 

         

１ 学年主任、生活指導主任、管理職等への報告 

２ ケース会議による現状把握と聞き取りの方法内容等の検討 

３ 保護者への連絡と聞き取り調査 

いじめの認知 根拠（いじめ防止対策推進法第２条） 

「当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為であって、

当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。」 

学校いじめ対策委員会 

校長 副校長 教務主任（主幹教諭） 

生活指導主任 学年主任 養護教諭 

スクールカウンセラー 

確かな情報 当事者への配慮 初動の迅速さ 情報の共有 対応時の基本姿勢 

 

 

 

 

 

対応基本手順 

１ 事実確認 

関係した児童及び周囲の児童から 

２ 指導 

その場で、状況に応じて必要な指導 

３ 報告 

いじめ対策委員会の委員に口頭で報告 

４ 保護者への報告・説明 

  状況を報告・説明 

５ その後の対応 

  情報共有、経過観察（３か月） 

 

 

 

 

 

 

対応基本手順 

１ 情報収集→速やかに校長・副校長へ報告 

２ いじめ対策委員会の開催 

  事実確認の方法を協議 

３ 事実認識 

  その日のうちに、関係児童から聞き取り調査 

４ 具体的対応方針案の協議・決定 

５ 保護者への報告・説明（第１報） 

  関係保護者に具体的な対応方針等の理解を得

る 

６ 市教育委員会への報告 

７ 指導 

  いじめ行為を行った児童、傍観者となった児童

に対する指導を行う 

８ 保護者への報告・説明（第２報） 

  対応についての詳細な説明と承認 

９ その後の対応 

  情報共有、経過観察（３か月） 

 

法令上の軽微ないじめ 

「心身の苦痛を感じた行為」全て 

○善意で行ったもの ○悪意なく行ったもの 

○衝動的に行ったもの 

社会通念上のいじめ 

社会通念上「いじめ」と認識されている行為 

○児童・保護者から訴えがあったもの 

○訴えはないが、被害者が苦痛を感じる行為

を故意に受けたと捉えたもの 

重大事態 

○生命、心身又は財産に重大な被害が生じた場合 

○いじめにより相当な期間（年間３０日が目安）欠

席することが余儀なくされている場合 

→◆事実関係把握調査（法第２８条に基づく） 

◆組織的かつ適切な対応による問題の解決 

◆再発防止策の策定、実施 

発展の可能性 



いじめの重大事態とは 

 

いじめ防止対策推進法２８条には、重大事態について定められています。重大事態の調査 は、民事・刑事上

の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とするものではなく、 事案の全容解明、当該事態への対処

及び同種の事態の再発防止を図ることが目的です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【いじめ防止対策推進法】 

 第２８条第１項  

学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重大事態」とい 

う。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、当該学校 の設

置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重 大事態に

係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。  

一  いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いが ある

と認めるとき。 

二  いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされ ている

疑いがあると認めるとき。  

 

【いじめの防止等のための基本的な方針（平成２５年１０月１１日 文部科学大臣決定〔最終改定 平成

２９年３月１４日〕）】 

 一 に該当する事案について  

例えば ○ 児童生徒が自殺を企図した場合    ○ 身体に重大な傷害を負った場合  

○ 金品等に重大な被害を被った場合  ○ 精神性の疾患を発症した場合  

などのケースが想定される。  

二 に該当する事案について  

不登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安とする。ただし、児童生徒が一定期間、連続して欠 席して

いるような場合には、上記目安にかかわらず、学校の設置者又は学校の判断により、迅速に 調査に着手

することが必要である。 

一・二 に共通すること 

また、児童生徒や保護者から、いじめにより重大な被害が生じたという申立てがあったときは、 その

時点で、学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とはいえない」と考えたとして も、重大

事態が発生したものとして報告・調査に当たる。 

 


